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令和３年３月31日現在の宅地建物取引業者
と宅地建物取引士に係る統計について、宅建
システムのデータベースから抽出して、別表
１－１から別表２－９のとおり取りまとめま
したので公表します。
なお、本文中、令和２年度末の数の次の括

弧書きは令和元年度末の数を示し、また、比
率（％）は四捨五入により小数点以下第一位
までの表示としています。

1　宅建業者の概要

⑴　業者数

【業者数は 7年連続で増加】

業者数は127,215業者になり、令和元年度
の125,585業者から1,630業者（1,208業者）、
1.3％増加しています。この統計を開始した
平成７年度以降、業者数は減少傾向にあり、
平成16年度と平成17年度は一旦増加に転じた
ものの、平成18年度からは８年連続して減少
しました。その後、平成26年度に９年ぶりの
増加に転じ、令和２年度末は７年連続の増加
となっています。
なお、宅建業法改正（平成８年４月施行）

により免許の有効期間が３年から５年に延長
されたことに伴い、平成７年度までに免許を
受けた業者については、更新期を迎える業者
数が多い年が３年続き、以後の２年間は更新
期を迎える業者数が少ないという状況を繰り
返しています。更新期に期限切れにより免許

が失効する業者数は、更新対象業者数の規模
に概ね比例しています。
但し、平成８年の制度改正後に初めて免許

を取得した、免許の更新回次が５回次以下の
業者は、この制度改正による影響を受けませ
ん。この業者の数は既に全体の65％強を占め
ておりますので、この制度改正による影響は
次第に小さくなってきています。
なお、それでも、平成28年度から平成30年

度までは更新期を迎える業者数が多い年度に
当たり、令和元年度及び令和２年度は更新期
を迎える業者数が少ない年度に当たります。
このため、令和２年度は、更新期を迎える

業者数が少ない年度に当たり、期限切れによ
り更新期を迎える業者数は昨年度と同様に少
ない数値となりました。
 〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

※ 現行の宅建システムでは、年度をまたいでの遡
及入力等を反映できるため、この冊子に掲げる
令和元年度末の数は、前年度に刊行した統計資
料に掲げる令和元年度末の数と一致しない場合
があります。

【主な増減要因】

業者数の増減内訳は、新規免許（転入の免
許換えを除く。）が5,970業者（5,651業者）、
廃業等（転出の免許換えを除く。）が4,339業
者（4,443業者）となっています。
令和元年度末と比較すると、新規免許件数

（転入の免許換えを除く。）が319件増加し、
廃業等件数（転出の免許換えを除く。）は104

令和 2年度末

宅建業者と宅地建物取引士の統計について
情報管理部

oooooooooooooooooooooooooooooooo

oooooooooooooooooooooooooooooooo



83

RETIO.  NO.122  2021年夏号  

件減少しました。
廃業等の4,339業者（4,443業者）の内訳は、

廃業3,655業者（3,792業者）、期限切れ558業
者（530業者）、免許取消126業者（121業者）
となっています。
 〈別表１－２、グラフ１－２参照〉

【大臣免許業者数、知事免許業者数ともに増加】

免許権者別にみると、大臣免許業者は10年
連続で増加し、知事免許業者も７年連続の増
加となりました。知事免許業者の内訳は36都
道府県で増加（33都道府県で増加）しており、
増加した都道府県の数は令和元年度末に比べ
増加しました。
規模別では、１万業者以上は東京、大阪、
５千業者以上１万業者未満は埼玉、神奈川、
愛知、兵庫、福岡の５県、１千業者以上５千
業者未満は国及び23道府県、１千業者未満は
17県となっています。
なお、業者数が最も多いのは東京の25,075

業者（24,700業者）、最も少ないのは鳥取の
297業者（298業者）となっています。
 〈別表１－１参照〉

【組織別業者数は、法人1.9％増加、個人業者

2.9％減少】

法人・個人別に業者数をみると、法人は
112,477業者になり、令和元年度末の110,414
業者から2,063業者（1,655業者）、1.9％の増
加となっています。
一方、個人業者は14,738業者になり、令和
元年度末の15,171業者から433業者（447業
者）、2.9％の減少となっています。
法人業者は、国及び42都道府県で増加（国
及び41都道府県で増加）しており、増加率が
高いのは沖縄の7.5％、佐賀の5.0％で、増加
数が多いのは大阪の423業者、東京の413業者
となっています。

個人業者は、国及び40都道府県で減少（43
都道府県で減少）しており、知事免許で減少
率が高いのは、大分の7.8％、宮城の7.4％、
岐阜の7.3％で、減少数が多いのは大阪の63
業者となっています。
 〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

【構成比率（株式会社、個人）は、株式会社

の割合が増加】

全業者数に対する株式会社、個人業者、そ
の他別の構成比率は、株式会社87.3％（86.9
％）、個人業者11.6％（12.1％）、その他（株
式会社以外の法人）1.1％（1.0％）となって
います。
 〈別表１－１、１－６参照〉

【個人業者の高齢化が引き続き進む】

個人業者の平均年齢は66.3歳（65.9歳）で、
令和元年度末と比較して0.4歳上昇していま
す。構成比率は、60歳以上が全体の72.4％（72.3
％）、50歳以上にあっては全体の88.0％（87.8
％）を占めています。
国を除き、平均年齢が最も高いのは、鳥取

の69.1歳（鳥取68.6歳）、最も低いのは沖縄の
61.8歳（沖縄61.4歳）となっています。
 〈別表１－４、グラフ１－３・１－４参照〉

⑵　従事者数等

【従事者数が 9年連続で増加】

従事者数は590,156人で、令和元年度末の
579,864人から10,292人（8,882人）、1.8％増加
となっています。
従事者数は、業者統計の開始以降、平成８

年度末は増加しましたが、平成９年度末から
は減少傾向にありました。その後、平成16年
度末から平成19年度末まで連続して増加し、
一転して平成20年度末から平成23年度末まで
は連続して減少しましたが、平成24年度末か
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らは９年連続して増加しています。
従事者数の内訳をみると、大臣免許業者の

従事者は、平成20年度末に平成12年度末以来
８年ぶりに減少に転じましたが、平成23年度
末に４年ぶり増加した後は増加が続き、令和
２年度末も6,271人の増加（4,337人増加）と
なりました。知事免許業者の従事者は、平成
19年度末に減少に転じ、以後６年連続して減
少しましたが、平成26年度末は８年ぶりに増
加し、令和２年度末も4,021人の増加（4,545
人増加）となりました。
また、１業者当たりの平均従事者数は4.6

人（4.6人）で、その内訳は、組織別では法
人5.0人（5.0人）、個人1.7人（1.7人）、免許権
者別では大臣免許が69.8人（69.3人）、知事免
許が3.2人（3.2人）となっています。
 〈別表１－３、グラフ１－５参照〉

【従事者数 5人未満の業者数が107,006業者、

業者数の84.1％を占める】

従事者５人未満の業者数は107,006業者
（105,766業者）になり、令和元年度末から
1,240業者増加しました。従事者数５人未満
の業者割合は、84.1％（84.2％）となってい
ます。
 〈別表１－５参照〉

【専任の宅地建物取引士数は増加】

専任の宅地建物取引士数は220,854人
（216,954人）になり、令和元年度末から3,900
人、1.8％増加しています。
なお、１業者当たりの平均専任宅地建物取

引士数は、1.7人（1.7人）となっています。
 〈別表１－３参照〉

⑶　資本金階層別業者数

資本金の階層別でみると、株式会社のみで
は、５百万円未満の業者が35.5％（35.0％）

５百万円以上１千万円未満の業者が15.5％
（15.1％）、１千万円以上２千万円未満の業者
が30.6％（31.4％）となっています。
一方、全業者でみると、５百万円未満の業

者が35.7％（35.2％）、５百万円以上１千万円
未満の業者が15.5％（15.1％）、１千万円以上
２千万円未満の業者が30.3％（31.1％）とな
っています。累積でみると１千万円未満の割
合が51.2％（50.3％）、２千万円未満では81.5
％（81.3％）に達しています。
 〈別表１－６参照〉

⑷　免許回次別業者数

業者数を免許回次（免許を継続して受けた
回数）別にみると、全体では16回次まである
中で、４回次までの比較的更新回数の少ない
業者が59.2％（59.3％）で全体の約６割を占
めています。
 〈別表１－７、グラフ１－６参照〉



85

RETIO.  NO.122  2021年夏号  

別表１－１
宅地建物取引業者免許権者別・組織別業者数一覧表

令和３年３月31日現在
【単位：業者．％】
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別表１－２
宅地建物取引業者免許権者別・組織別増減数一覧表

令和３年３月31日現在
【単位：業者】
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別表１－３
宅地建物取引業者免許権者別・組織別・免許業者・従事者・専任宅地建物取引士数一覧表

令和３年３月31日現在
【単位：業者．人】


